若手社員の自己成長を促す組織的取り組みに関する調査研究 by 宮川 正裕 & 中川 利文
１. はじめに
20 年以内に労働人口が約 1 千万人減少す
ると予想されている中で､ 優秀な次世代人材
の確保・定着を経営課題とする企業が増えて
いる1｡ 環境の変化に対応する経営戦略を講
じるときに欠くことができないのが人事戦略
であり､ 業績が向上している企業ほど､ 優秀
でモチベーションの高い人材の確保や育成に
積極的で､ 変化や多様化に対応した ｢組織の
成長｣ に向けた取り組みが図られている2｡
筆者らは､ 企業の発展・成長のためには若
手人材の育成強化と職場の活性化が必要であ
るとの考えから､ 小集団活動を柱としたモチ
ベーション向上施策を導入することで組織成
果の向上を図る取り組みについて研究してき
た (宮川・中川, 2014)3｡
本稿では､ 若手人材､ 特に女性社員の職場
での活躍推進に向けたＡ社での取組みでのア
ンケート調査データを用い､ Total Quality
Management (TQM) の分析モデルに基づ
く回帰分析結果を踏まえて､ 若手社員の自己
成長を促し職務満足度を高めるために有効な
組織の取り組みについて考察する4｡
また､ 野村総合研究所 (2008) が唱えた
VOICE モデルは､ 若い社員の声に応える施
策として有効なアプローチであり､ モチベー
ションの高い組織を生み出すために用いるこ
とができる 5つの基本的経営手法を示してい
る｡ こうした新たなモデルも活用して､ 働く
人々の意欲を高め､ そのモチベーションを向
上させる組織的アプローチの有効性について
の検証を試みる｡
２. 理論的枠組み
｢人と組織の活性化｣ を図る研究の理論的
フレームワークとして､ 先ずクオリティ・マ
ネジメント (TQM) について､ 次にVOICE
モデルについて述べる｡
(1) クオリティ・マネジメント (TQM)：
クオリティ・マネジメントについて､
TQM 委員会 (1998) は､ ｢戦略や開発・生
産など､ 経営の質とそのプロセスへのインプッ
トとなる広義の経営資源 (人・技術・設備等)
の良質性や､ 組織の競争力・永続的な生存力
を高める､ 経営科学・管理技術の方法論｣ で
あると定義している｡ また､ 吉田 (2000) は､
｢組織全体の目的をより効率的に達成するた
め､ 人間尊重の概念に基づき､ 組織内の人々
が協調し､ 仕事のやりがいを呼び起こし､ 組
織の競争力や永続的な生存力を高める経営の
考え方｣ であると定義している｡
このように TQM は､ 人間をやる気のあ
る､ 考える能力をもった有機的な存在と認め
て尊重し､ 人の能力を伸ばすための教育・訓
練を熱心に実施するという､ 人間性尊重の考
え方がその精神に反映されていることから､
本稿では後者の定義を採る｡
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TQM という総合的経営手法によって､ 最
も重要な経営資源である人材を育成し動機づ
けることが､ 人と組織を活性化させ創造力を
高めることにつながると考えられる｡
日本の企業は､ どうしたら品質の高い製品や
サービスをより効率的に提供できるかを模索
し､ 経営者と従業員が一体となって改善に取
り組んだことによって ｢質と生産性と競争力｣
を獲得してきたといえる｡ これまで､ 製造企
業における ｢モノつくり｣ を中心とした
TQMの実践と成果の相関関係を探る研究は
多くあったが､ 医療分野や教育機関を含む非
製造分野での生産性を高めるTQM施策の実
践と組織成果に関する研究は､ 充分なレベル
ではなく､ 日本の競争力の更なる向上に向け
た重要な研究課題の一つであると言えよう｡
(2) TQM の実践と成果の実証研究
本稿では､ クオリティ・マネジメント論の
中でも米国マルコム・ボールドリッチ国家品
質賞基準 (MBA) に基づいて､ Evans
(1997) 等が TQM 施策の実践と成果の検証
を試みた MBAモデル5をその理論的拠り処
とし､ 質問票や分析手法を参考にしている6｡
クオリティ・マネジメント (TQM) とい
われる経営管理手法が､ どの程度企業成果に
関係するかについて我われ研究グループは､
TQMのMBAモデルを用いて分析を試みて
きた｡ その結果､ 特に人的資源の活性化 (従
業員参画・教育訓練・品質理解) の程度が高
い程､ 企業成果 (利益・市場占有率) が上が
る可能性が高まることが判明した (宮川・吉
田, 2004) (Miyagawa ＆ Yoshida, 2005)｡
これは､ 人的資源の活性化によって従業員
の教育・訓練が行き届き､ 生産性が向上して
市場競争力がついて取引先からの選好性を高
め､ 結果として利益の増大や市場シェアの拡
大が図れたことを示すものであった｡ TQM
の実践が､ 品質やコスト・納期等の改善､ 人
材育成・職場の活性化にも貢献すること､ 特
に人的資源の活性化 (従業員の参画､ 教育訓
練など) の程度が高いほど成果に結びつく傾
向があることが､ 実証研究でも明らかにされ
て い る ( 宮 川 , 2008) (Miyagawa ＆
Yoshida, 2010) (宮川, 2011)｡
今回の試みは､ こうしたTQMの実践と成
果の検証モデルを使用して､ 企業の非製造部
門における ｢人と組織の活性化｣ プログラム
の中で実践された施策とその組織成果との相
関関係を探ろうというものである｡
(3) VOICE モデルの実践と成果の実証研究
また､ もう一つの試みは､ 人の意欲を捉え
たアプローチにより､ 人と組織の活性化を図
ろうというモデルの検証である｡
①VOICE モデルの背景
野村総合研究所 (2008) が上場企業の 20
歳代､ 30 歳代を対象に､ 現在の仕事に対す
る意欲について調査を行った結果､ ｢仕事に
満足している人｣ は 34％､ ｢仕事に対して無
気力感を感じる人｣ が 75％に及び､ 21 世紀
の日本企業で働く人々のモチベーションは必
ずしも高くないことがわかった｡ 戦後日本の
経済成長を牽引してきた頃の日本人の働く意
欲と現在の日本の経済社会における次世代人
材の働く意欲とでは､ その主導原理が大きく
変化してきたのではないかと考えられる｡
野村総合研究所の実施した調査結果を通じ
て､ 20 代・30 代などの次世代層においては､
前の世代と比較して仕事に対する欲求につい
て次の 5つが強いことが分かった｡
(ア) ｢仕事に対する意味欲求｣
次世代は､ 社会的に意義のある､ あるい
は貢献しがいのある仕事がしたいという欲
求が強い｡ 事業のミッションや仕事の意味
づけが重みを持っている｡
(イ) ｢成長・上昇欲求｣
次世代は多少辛いことに我慢してでも､
新しいノウハウやスキルを身につけたいと
考えているし､ 自分のキャリアを高めてい
きたいと考えている｡ 決して前世代に比べ
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てやる気がなくなってはいない｡ ただ､ 自
分の成長につながらない ｢やらされ仕事｣
に対する拒否反応が､ 以前より高まったと
いえる｡ それは､ 成長・上昇意欲が高いこ
との反面的現れである｡
(ウ) ｢創造性発揮欲求｣
次世代は､ 仕事を通じて自分らしい創意
工夫や創造性をもっと発揮したいと考えて
いる｡ できれば､ 自分だけしかできないと
いわれる仕事がしたいと考えている｡
(エ) ｢承認欲求｣
誰からも認められたい､ 多くの人から認
められたいという欲求であり､ 次世代では
この傾向が強まっている｡ 自分の実績とし
て誇れる仕事がしたいとか､ お客さまや社
会から感謝されたいという気持ちは､ この
承認欲求を中心に形成されている｡ つまり､
自分がどう評価されているのかについての
意識が高いことを示しており､ 的確なフィー
ドバックが重要になってきている｡
(オ) ｢自己実現欲求｣
多少収入が少なくなっても自分のやりた
い仕事がしたいとか､ 会社や仕事のことと
家庭や生活のことをバランスさせたいとい
う考え方の高まりがこの欲求を示している｡
上記 5つの特性には個人差があり､ 一概に
すべての人に当てはまるとは言えないが､ こ
の分析結果は､ 新しい世代が有する仕事に対
する基本的な欲求傾向を示している｡ そして
この特性を理解することは､ 若者の潜在的な
エンパワーメントを引き出す有効なアプロー
チにつながり､ 企業組織の活性化策を講ずる
上で極めて重要であると考える｡
②VOICE モデルの内容
VOICE モデルは､ 前述の働く人々の意欲
を踏まえつつ､ モチベーション経営に関する
多数の先進的実践事例から帰納法的に導いた
ものとなっている｡ 結果として､ 経営者側の
競争戦略的視点と従業員側の働く意欲の視点
が統合されており､ 単なる従業員満足度経営
の方法論を超えたフレームワークとなってい
る｡
VOICE モデルは､ 前述したような若い社
員の欲求に応える施策として有効なアプロー
チであり､ モチベーションの高い組織を生み
出すために用いることができる 5つの基本的
経営手法を示している｡ なお､ VOICE モデ
ルの各アプローチは､ いわゆるMECE (要
素同士が互いに重複なく､ かつ全体としてす
べてを網羅した要素整理の体系) にはなって
おらず､ むしろアプローチ同士が互いに自然
と連関しあい､ 良い循環を形成するようにで
きている｡ 最初は､ 1 つか 2 つのアプローチ
に焦点を絞って取り組みを始め､ その後他の
アプローチとの接点が生じ､ 最終的には 5つ
のアプローチが融合したモチベーション経営
に行き着く可能性が高いとしている｡
VOICE モデルの 5 つのアプローチの視点
を､ 下表に示す｡
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アプローチ 刺激する欲求・アプローチの視点
バリュー･アプローチ
(共有価値観のデザイン)
・職業や事業のミッションやビジョン
・担当業務の意味や価値
オポチュニティ･アプローチ
(成長機会のデザイン)
・その道のプロとしてのスキルとマインドを構築する機会
・仕事の挑戦レベル
・自主的なキャリア形成が可能な環境
イノベーション･アプローチ
(創造する楽しさのデザイン)
・創造性の発揮機会
・知的刺激､ 触発の豊かさ
・創造性､ 革新性を重んじる組織文化
コミュニケーション･アプローチ
(情熱循環のデザイン)
・上司や仲間から実力や個性を認められること
・仲間との目標共有､ 連帯感､ 相互信頼の実感
・経営の意思決定への参画性
エンパワーメント･アプローチ
(能力発揮環境のデザイン)
・仕事の裁量範囲､ 自由度の大きさ
・本人の意見を尊重した仕事の割り振り
・主体的な業務への関与
・ワーク・ライフ・バランス
3. 調査概要
企業組織における人と組織の活性化に関す
る実証研究を行うため､ 2012 年 1 月～3月の
間調査を実施した｡ 具体的には､ A 社の人
事部門が主催する ｢女性若手社員を対象とし
た研修―仕事の意義や価値観､ これからの自
分自身の将来などを考えることにより､ 職場
において､ 今後､ 女性若手社員が中核となっ
て活躍することを支援する研修｣ を活用して､
社員が自ら職場で課題に取り組み改善成果を
調査する研究に取り組んだ｡
一連の研修は､ 1 月に研修を実施した後､
3月にフォローアップ研修を実施するもので､
その間において､ 参加者が自ら職場で課題を
実践するという形態をとっている｡
その改善活動取り組みを通じて得られたア
ンケートデータを用い､ 先ず TQMのMBA
モデルに基づく回帰分析を行った｡
クオリティ・マネジメントの実践と成果の
評価ガイドとして広く知られている米国ＭＢ
賞基準､ 先行研究である Evans (1997) の
ＴＱＭ実践と成果のモデルを参考に､ 情報共
有や人的資源の活用などのＴＱＭ施策を説明
変数､ 組織成果､ 業績成果及び職務満足其々
を従属変数として重回帰分析を行い､ ｢ＴＱ
Ｍ諸施策の実践と組織成果との相関関係｣ に
ついて有意性を検定した｡
そして､ 同じアンケートデータを用いて､
別な角度からVOICE モデルに基づく分析を
試みたものである｡
(1) リサーチデザイン：
本研究では､ 質問票によるアンケート調査
を行い､ 統計分析による検証を行った｡ リサー
チの妥当性を持たせる為に､ 既にテストされ
た実績のある尺度を用い､ TQM実施と組織
成果との関係についての設問を盛り込んだ米
国MB賞モデルに準拠した質問票を用いた｡
また､ 信頼性試験としてクロンバックのアル
ファ係数を使うことにより､ 質問票が内的整
合性を持ち､ 複数の項目間の等質性が図られ
ていることを確認した (高橋順一, 1998)｡
(2) TQMに関する質問票：
質問票は､ 7 つの項目に連なる 50 の設問
に対して､ 5 ポイントスコアで回答する形式
を採っている｡ TQM実施策としては､ ＃ 1
リーダーシップ・＃ 2品質情報・＃ 3
戦略性・＃ 4人的資源の活用・＃ 5品質保
証・＃7 顧客満足の 6 項目を挙げ､ ＃ 6
TQM成果として､ 組織成果､ 業績成果及び
職務満足の 3項目を挙げている｡
上の図表 1 は､ 2007 年のボルドリッジ基
準によるTQMの実施策と成果についての相
関関係を示している｡ つまり､ ①リーダーシッ
プ・②戦略性・③顧客重視という図の左側の
ループ内で企業の基本方針が決められ､ それ
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図表 1 ＴＱＭと成果との関係図
が強いベクトルとして､ 図の右側に指示とし
て流れ､ ④情報管理のフィードバックがなさ
れる｡ その結果⑤人的資源の活性化が図られ､
⑥プロセス・マネジメントの徹底によって⑦
業績成果に反映されてくるというリンケージ
を示している｡
(3) VOICE モデルに関する質問票：
質問票は､ 5 つのアプローチに連なる 20
の設問と満足度等に関する設問 3 問の合計
23 問に対して､ 5 ポイントスコアで回答する
形式を採っている｡ 具体的には､ TQMに関
する質問票の中からVOICE モデルに関する
部分を抜き取る形を採っている｡
４. 検証結果
(1) 調査スケールの信頼性分析：
質問項目間の等質性・信頼性のテストを行
なった結果､ クロンバックのアルファ係数
は､ 0.79 以上の数値を示し､ 信頼性が高
いことが証明された7｡
因子分析の結果を､ 図表 2に示した｡ 質問
項目別因子負荷係数の値により､ 同じカテゴ
リーに括れる要素を抽出して､ 主成分の傾向
を反映した名を付した｡ このようにして､ 業
務理解､ 情報共有､ 戦略性､ 人的資源の活用
(一体感／制度満足等)､ 品質保証､ 顧客満足､
そして業績成果等の因子が抽出された｡ また､
項目毎の固有値､ 抽出後の負荷量平方和を表
中の分散％・累積％欄に記した｡
(2) 回帰分析による検定：
本研究では､ MB賞基準及び先行研究であ
る Evans の相関関係モデル及び Douglas
(2001) の分析手法に準じて解析を行った8｡
説明 (独立) 変数を全て投入する一般投入方
式ではなく､ いくつかの段階に分けて説明変
数を投入してゆくステップワイズ方式を採り､
得られたｔ値の有意水準によって判定を行っ
た｡ また咲川9 (1998) も､ 先行研究におけ
る相関関係モデルを踏襲して構成概念を構築
し､ 重回帰分析によって仮説検証を行ってい
る｡ 本稿では従属変数が 3項目あり､ それぞ
れ 16 項目の独立変数と掛け合わせた仮説を
検証することはせず､ 有意水準による相関関
係の分析を行うこととした｡
本リサーチでは､ 主成分分析によって導か
れた組織成果を構成する 3つの要因―即ち､
組織成果 (V61)・業績成果 (V62)・職務満
足 (V63) を其々従属変数とし､ 他の TQM
施策を説明変数として回帰分析を行なった｡
本分析の狙いは､ TQM施策を実践すること
により､ 組織成果に影響を与える程度を数値
で測り､ その中から成果に大きな影響を与え
る説明変数を探ることである｡
要因を推定し､ 変数として投入した項目の
間の原因と結果の影響力が有意であるかを検
定する場合､ t－テスト (両側検定) の有意
性の判定基準を以下のように定める (桑田,
1992, 96-107 頁)｡【正規分布テーブルで自由
度 31 以上のｔ‐値を表示】
t(0.01)>t≧t(0.05)=1.960 ＊5％で有意
t≧t(0.01)=2.576 ＊＊ 1％で高度に有意
検証結果､ すべて高度に有意であり､ 以下
のような相関関係があることが検証された
(図表 3を参照)｡
①組織における社員の一体感が高い程､ 組織
成果 (V61) に与える影響度は大きい｡
②組織の制度に満足する度合いが高い程､ 組
織成果 (V61) に与える影響度は大きい｡
③自分の意見が仕事に反映される度合いが高
い程､ 組織成果 (V61) に与える影響度は
大きい｡
④組織内での情報共有度が高い程､ 業績成果
(V62) に与える影響度は大きい｡
⑤組織における社員の一体感が高い程､ 職務
満足 (V63) に与える影響度は大きい｡
⑥組織内での顧客満足意識が高い程､ 職務満
足 (V63) に与える影響度は大きい｡
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(3) VOICE モデルによる分析
VOICE モデルに基いて､ A 社における一
連の研修の実施前と実施後に 2回アンケート
調査を実施した｡ そのアンケート結果をもと
に､ 各モデル別の平均値の変化について集計
を行った｡ 具体的な事前アンケート結果､ 事
後アンケート結果､ 増減率の割合および分析
結果は､ 上の図のとおりである｡
各アプローチとも概ね数値が上昇しており､
一連の研修の効果が確認できる｡
５. 発見事実
(1) TQMのMBAモデルによる分析結果
回帰分析の結果､ TQMの施策を行うこと
で以下のような組織成果が上がる可能性が高
いことが検証された｡
①組織成果
組織に一体感があり､ 自分の意見が仕事に
反映され働きやすい制度が充実している職場
程､ 職場の活気､ 改善成果としての生産性向
上､ そして上司評価への満足度に与える影響
が大きい､ つまり組織成果が上がる可能性が
高い｡
②業績成果
業務運営に関わる情報の共有ができている
組織程､ 自己実現が図れて自分が会社の業績
に貢献できていると思える業績成果につなが
る可能性が高い｡
③職務成果
お客さまを意識した業務遂行等の目標の共
有､ 社員が互いに助け合い刺激し合える一体
感のある職場である程､ 職場への満足度や働
き甲斐が高まる可能性が高い｡
(2) VOICE モデルによる分析結果
平均値による分析の結果､ 参加者に次のよ
うな変化が生じたと考えられる｡
①バリュー・アプローチの向上
研修に積極的に取り組むことにより､ 主体
的に行動する意識が芽生え､ 自分の仕事の価
値・自分の仕事に対する位置づけを認識する
ようになった可能性が高い｡
②オポチュニティ・アプローチは変わらず､
満足度は低下
自分自身の主体的に行動する意識は向上し
ているものの､ 職場の理解や職場の自分自身
の具体的な業務までの浸透にはまだ時間がか
かる可能性が高い｡
③イノベーション・アプローチの向上
研修に参加し､ 積極的に取り組むことによ
り､ 新たな価値創造を生み出した可能性が高
い｡
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事前 事後 増減率(%)
バリュー･アプローチ 3.48 3.76 8.0
オポチュニティ･アプローチ 3.65 3.65 0.0
イノベーション･アプローチ 3.71 3.81 2.7
コミュニケーション･アプローチ 3.63 3.74 3.0
エンパワーメント･アプローチ 3.48 3.65 4.9
職場の活気 3.82 3.97 3.9
職場に対する満足度 3.71 3.55 ▲4.3
上司等からの評価への満足度 3.65 3.85 5.5
④コミュニケーションおよびエンパワーメン
ト・アプローチの向上
業務に対する主体的な意識､ 積極的な行動
により､ 職場のコミュニケーション活性化が
図られ､ 自分自身の仕事に変化の見込みを感
じ始めている可能性が高い｡
⑤活気の向上､ 満足度の低下
自分自身の意欲の変化を受け止めきれない
職場組織への不満感を持ちながら､ 一方で自
分自身の変化により活気が表れたと感じてい
る可能性が高い｡
⑥上司等評価への満足度の向上
主体的行動による上司の承認､ 自分自身の
行動の変化に伴う周りの承認を実感している
可能性が高い｡
一連の研修を通じて､ ｢周囲から頼られる
存在となるために､ より難易度の高い業務に
積極的にチャレンジする｣､ ｢職場では自ら積
極的にコミュニケーションを取ることにより､
業務効率の向上を図っていく｣ といった感想
も確認できた｡ こうした取り組みが､ 参加者
の主体性の向上､ 職場風土の改善や組織の活
性化等に繋がる機会となっていることがうか
がえる｡
６. まとめ
(1) 統計的分析結果と調査結果による発見
事実：
①職場の活性化を図っていくためには､ ｢職
場のきずな｣ とか ｢一体感の醸成｣ が重要
であるといわれてきたが､ 今回の分析で組
織の活性化に有効なキィーポイントが炙り
出された｡ また､ 本研究を通じて､ クオリ
ティ・マネジメントの実践は､ その事業成
果に影響を与える可能性が高いことが判っ
た｡ 特に､ 人間尊重の思想が､ 従業員を活
性化させ､ 自己実現の欲求に目覚めさせ､
個人の持つ潜在能力を引き出してゆくもの
と考える｡
②会社が機会を設けて､ 職場の活性化を図る
ために積極的に支援をすることで､ 支援を
受けた人間に主体的に行動する意識を芽生
えさせ､ 仕事への取り組み姿勢に変化を生
じさせる可能性が高い｡ また､ 彼らの主体
性の変化が､ 職場に新しい活気をもたらし､
職場を巻き込み職場の抱える問題点を改善
する意欲へと繋がり､ 組織に変化を生じさ
せていることがうかがえる｡ そして､ こう
した研修によって､ より主体的に考え行動
できる人材を育成することで､ 組織は ｢自
走する組織｣ へと繋げる可能性が高くなる
と考える10｡
③従業員がその会社の経営者や管理者たちを
信頼し､ 自分が行っている仕事や役割に関
心を持ち､ 一緒に働いている仲間と連帯感
で結ばれているような ｢働きがいのある会
社｣ や ｢個を活かす組織｣ が､ 今一層求め
られている｡
(2) 残された課題：
本研究では解決できなかったいくつかの課
題を､ 以下に挙げる｡
まず第一に､ アンケート調査におけるバイ
アスの問題である｡ 本調査は､ Ａ社の人事部
主催の研修時のアンケートデータを使用して
いるが､ 調査対象者が匿名とはなっているも
のの､ 組織内評価を気にして成果等の評価数
値をプラス目に記載した可能性を否定できな
い｡ 次回の研究では､ 企業のﾋﾞｼﾞﾈｽ成果を測
る指標として財務データや残業時間等の量的
データを使用した共分散構造分析やパス解析
に拠る因果関係の解析を行なうことを課題と
したい｡
第二の課題は､ サンプルサイズについてで
ある｡ 今回の対象は 36 人であり回帰分析の
サンプル数として多いとは言えず､ 次回調査
若手社員の自己成長を促す組織的取り組みに関する調査研究 113
では更に分析精度を高めるための取組みを行っ
ていきたい｡
注
１ 20 年以内に労働人口が約 1千万人減少すると
予想されている中で､ 若手の育成・成長は重
要な経営課題である (国立社会保障･人口問題
研究所他､ 2012) 独立行政法人労働政策研究・
研修機構 (2008)｡
２ 仕事にやりがいを感じている人は､ 希望に適っ
た仕事内容や貢献の充実感を感じている｡ 組
織と従業員の間に良好な関係を築くためには､
個人の意欲に応える機会提供や組織の風通し
の良さなどへの取り組みが一層重要になって
きている (日本能率協会､ 2014)｡
３ 筆者らは､ 野村総合研究所が提案した ｢ＶＯ
ＩＣＥモデル｣ の考え方に注目し､ 職場のキー
マンである若手社員を中心とした小集団活動
を実践し､ 彼らのモチベーションを高めて職
場の活性化に繋げる取り組みを行った実証研
究結果を踏まえ､ 企業は組織の活性化にどの
ように取り組んでいくべきかについて述べた｡
４ 安倍政権では女性活躍相を設置し､ 女性活躍
の推進に本腰を入れているが､ 女性の活躍推
進は､ 企業の競争力向上を通じた企業価値の
向上､ ひいては､ 日本の経済社会の持続的成
長を実現するための成長戦略であることにつ
いて､ 経営トップの強いコミットメント､ 社
員への浸透が重要課題とされている (日本経
団連､ 2014)｡
５ 1980 年当時､ 米国が国際競争力を失い経済が
危機的な状況にあったとき､ 米国政府は長期
的展望に立って国際競争力の強化の為に､ 政
府業務の効率化も含む質の向上を働きかける
施策を打ち出し､ 1987 年にマルコム・ボール
ドリッチ国家品質賞を制定した｡ 日本のデミ
ング賞に学び､ 米国連邦政府が国際競争力を
高めるために､ 質経営において優れた成果を
上げた会社に与えるために制定した賞である
(吉田, 2000, 143-145 頁)｡ 製品とサービスの
品質をどのように改善し､ どのような成果を
挙げたのか､ その方法・実施・結果について
7つのカテゴリーに配分された評価点により､
採点し審査するものである｡ この基準は､ 米
国において既に 14 年にわたり､ 企業成果の改
善､ 競争力の保持の為の指針として､ 何千と
いう米国法人によって活用されてきたもので
ある｡
１. リーダーシップ 120
２. 戦略性 85
３. 顧客重視 85
４. 人資源の活用 85
５. 品質保証 85
６. 情報分析 90
７. ビジネス成果 450
合 計 1000
６ MB 賞モデル基準は､ 世界中で多くの企業組
織におけるクオリティ・マネジメントの評価
に使われてきているが､ Evans(1997)は､ MB
賞モデルの枠組みのカギとなる TQM実践と
成果の関係モデルを提唱している｡ つまり､
｢人的資源の開発とプロセス・マネジメントは､
組織でどう作用し､ それがどうビジネス成果
に結びつくのかが重要なポイントであり､ ク
オリティ・マネジメント実践の効果を企業成
果で測る｣ とする方法論を採っている｡
７ Sun 等は､ Cronbach's alpha の値は 0.6 以上
が受容範囲であると示している (Sun, 2000,
p643)
８ 統計的有意性を検証する為に､ 一般的に母集
団統計量に関する命題とは反対の内容の仮説
(棄却されることが期待される仮説＝帰無仮説
という) を立て､ それがどれぐらいの確率で
棄却されるのかを検討する方法をとるが､
Douglas は､ 作業仮説としての帰無仮説の棄
却検定を省き､ ｢TQM実施策が実践されたそ
の度合いは､ 実証的でかつ有意に業績成果に
関係している ｣ という仮説を立て ､
t=2.93,P<.01 で有意として検定結果を受容し
ている (Douglas, 2001, pp.158-169)｡
９ 咲川は､ 組織文化とイノベーションとの因果
関係について､ 先行研究の構成概念を引継ぎ､
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重回帰分析を行い､ 説明変数が一つのアイテ
ムについては単回帰分析法を採った｡ ｢戦略志
向の全社文化が強くなるほど､ イノベーショ
ンの創始が起こりうる可能性は高まる｣ とい
う仮説を検定し､ これを命題として提起して
いる (咲川, 1998, 119-123 頁)｡
10 中島(2008) は､ ｢スタッフが自分で考え､ 自
分で行動し､ 振り返り､ 改善し続ける組織｣
を ｢自走する組織｣ と定義したが､ 筆者らは
2008 年に野村総合研究所が提案した VOICE
モデルの考え方に注目し､ 人が本来持ってい
る ｢欲求｣ に火をつけて主体的に行動する組
織になれば､ 自然と組織は自走すると考えた｡
参考・引用文献
○桑田秀夫 (1992) 『経営・経済系のための統計学』
日科技連出版社
○国立社会保障・人口問題研究所 (2012) 『日本の
将来推計人口』
○咲川孝 (1998) 『組織文化とイノベーション』 千
倉書房
○高橋順一・渡辺文夫・大渕憲一 (1998) 『人間科
学 研究法ハンドブック』 株式会社ナカニシ
ヤ出版
○TQM委員会編著 (1998) 『TQM21 世紀の総合
｢質｣ 経営』 日科技連出版社
○独立行政法人労働政策研究・研修機構 (2008)
『労働力需給の推計』
○中島克也 (2008) 『変革を定着させる行動原理の
マネジメント』 ダイヤモンド社
○ (社) 日本経済団体連合会 (2014) ､ 『女性活躍
のアクション・プラン』
○ (一社) 日本能率協会 (2014) 『第 3 回 ｢ビジネ
スパーソン 1000 人調査｣ 働き方に関する調査
アンケート結果』
○野村総合研究所 (2008) 『モチベーション企業の
研究 ｢働く野性｣ を引き出す組織デザイン』
東洋経済新報社
○宮川正裕・吉田耕作 (2004) ｢グローバル事業経
営とクオリティ・マネジメント｣ 『経済科学』
名古屋大学, 第 52 巻第 2号
○宮川正裕 (2008) 『グローバル経営と戦略的クオ
リティ・マネジメント』 同文館出版
○宮川正裕 (2011) ｢ポジティブ心理学と人間主義
的マネジメント―21 世紀の ｢人と組織のマネ
ジメント｣ に関する考察―｣ 『中京ビジネスレ
ビュー』
○宮川正裕・中川利文 (2014) ｢VOICE モデルの
実践による 『自走する組織』 への変革｣ 『中京
ビジネスレビュー』
○吉田耕作 (2000) 『国際競争力の再生』 (財) 日
本科学技術連盟
英文献
lDouglas, Thomas J. et al. (2001) Total quality
management implementation and competi-
tive advantage:The role of structural con-
trol and exploration Academy of
Management Journal
lEvans, James R. (1997) Critical Linkages in the
Baldrige Award Criteria: Research Models
and Educational Challenges QMJ 97 5, No.1
lMiyagawa,M., Yoshida,K., (2005) An empirical
study of TQM practices in Japanese-owned
manufacturers in China, International
Journal of Quality & Reliability
Management Vol.22 No.6
lMiyagawa,M., Yoshida,K., (2010) TQM prac-
tices of Japanese-owned manufacturers in
the USA and China, International Journal
of Quality & Reliability Management
Vol.27 No.7
lSun, Hongyi et al., (2000) An empirical study
on quality management practices in
Shanghai manufacturing industries Total
Quality Management
若手社員の自己成長を促す組織的取り組みに関する調査研究 115
＜別表＞質問項目
１ TQMモデルのMBAモデルに関する設問
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Ⅰ リーダーシップ
１ あなたは､ 会社の使命感を理解していると思いますか｡
２ あなたは､ 会社の企業理念・コーポレートスローガンを理解していますか｡
３ あなたは､ 現在､ 当社を取り巻く環境を理解していますか｡
４ あなたは､ これから取り組むべき経営課題を理解していると思いますか｡
５ あなたは､ 自分自身の仕事の意味や役割を理解していますか｡
６ あなたの職場では､ 職務レベル向上のための支援がなされていると思いますか｡
７ あなた自身の業務目標 (ゴール) は､ 明確になっていると思いますか｡
８ 上長や先輩は､ あなたの成長のために ｢叱る・任せる｣ など積極的に関わっていますか｡
９ あなたは､ 仕事の改善､ 職場の活性化に向け､ 積極的に意見提起などを行っていますか｡
10 あなたの職場は､ 新しいこと (改善・効率化など) を受け入れられる風土があると思いますか｡
11 上長や先輩は､ 女性活躍推進について､ 十分理解していると思いますか｡
Ⅱ 品質情報
１ あなたは､ 適切な業務運営のために､ マニュアルや知識の共有化の仕組みは十分だと思いますか｡
２ あなたは､ これまでの成功・失敗事例等が職場で共有化・活用されていると思いますか｡
３ あなたは､ 会社が成功・失敗事例等を分析し､ 改善・再発防止等向けて取り組んでいると思いますか｡
Ⅲ 戦略
１ あなたは､ 職場の目標や会社の経営目標を理解していると思いますか｡
２ 職場の目標はメンバーに共有されていると思いますか｡
３ あなたや職場のメンバーは､ 職場の目標の達成のため積極的に取り組んでいると思いますか｡
４ 職場の目標は､ 現在の会社や職場の課題を反映していると思いますか｡
５ あなたの職場は､ 職場の垣根を越えて他部署と積極的に関与していると思いますか｡
Ⅳ 人的資源の活用
１ 会社は､ あなた自身の成長のため､ 積極的に教育 (OJTを含む) していると思いますか｡
２ あなたは､ 職場のメンバーから業務知識や個性など､ 認められていると思いますか｡
３ あなたの職場は､ 目標を共有するなど､ 一体感のある職場であると思いますか｡
４ あなたは､ 自分たちの意見が仕事に反映されていると思いますか｡
５ あなたは､ 自分の職場が仕事に前向きに取り組むことができる環境であると思いますか｡
６ あなたは､ 付与された業務について､ 自分自身でコントロールできている実感はありますか｡
７ あなたの職場は､ お互いに刺激をしあう集団であると思いますか｡
８ あなたは､ あなたの業務が忙しいとき､ 上長や同僚に仕事は依頼しやすい環境ですか｡
９ あなたは､ 女性活躍推進の観点から､ 適正な業務や役割が付与されていると思いますか｡
10 あなたは､ 今後､ 会社 (社会) で､ 責任ある役割を担っていきたいと思いますか｡
11 あなたは､ 女性活躍推進の観点から､ 働きやすい諸制度 (社内・社外) が充実していると思いますか｡
Ⅴ 品質保証
１ あなたは､ 自分自身のレベルに応じた業務付与 (質・量) がされていると思いますか｡
２ あなたは､ 仕事の意味や流れを理解して (積極的に) 取り組んでいますか｡
３ あなたは､ 業務を実施するにあたり､ 仕事の手順などが明確になっていると思いますか｡
４ あなたは､ 職場の垣根を超えてでも積極的に仕事に関与しようと思っていますか｡
５ あなたの現在の仕事の質は､ 満足できる水準にあると思いますか｡
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Ⅵ 業績成果
１ あなたは､ 自分たちの仕事が会社の業績などに貢献していると感じていますか｡
２ 残業は多いと感じますか｡
３ あなたは､ 業務上のミスやトラブルの件数は少なくなってきていると思いますか｡
４ あなたは､ 業務改善等により職場の生産性は良くなっていると思いますか｡
５ あなたは､ 休暇が取得しやすい職場環境にあると思いますか｡
６ 職場は活気があり楽しいですか｡
７ あなたの職場 (会社) に対する満足度を教えてください｡
８ あなたは､ あなたに対する職場の上長や周囲からの評価に満足していますか｡
９ あなたは､ いまの自分自身が ｢自分の理想｣ に近い形で行動できていると思いますか｡
10 あなたは､ 仕事に働きがいを持って情熱的に取り組んでいますか｡
Ⅶ 顧客満足
１ あなたは､ ｢お客様｣ を意識した業務を行っていると思いますか｡
２ あなたは､ 業務を通して ｢お客様｣ の期待に応えていると思いますか｡
３ 会社は､ ｢お客様｣ の意見を積極的に聴くなど組織的に取り組んでいると思いますか｡
４ あなたは､ ｢お客様｣ とより良い関係を築くため､ 業務の改善等を意識していますか｡
５ あなたは､ 自分自身の仕事の社会への重要性・影響を理解していると思いますか｡
２ VOICEモデルに関する設問
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Ⅰ バリューアプローチ
１ あなたは､ 会社の使命感を理解していると思いますか｡
２ あなたは､ 職場の目標や会社の経営目標を理解していると思いますか｡
３ あなたは､ 自分自身の仕事の社会への重要性・影響を理解していると思いますか｡
４ あなたは､ 自分自身の仕事の意味や役割を理解していますか｡
Ⅱ オポチュニティアプローチ
１ あなたの職場では､ 職務レベル向上のための支援がなされていると思いますか｡
２ あなたは､ 自分自身のレベルに応じた業務付与 (質・量) がされていると思いますか｡
３ 上長や先輩は､ あなたの成長のために ｢叱る・任せる｣ など積極的に関わっていますか｡
４ あなたは､ 付与された業務について､ 自分自身でコントロールできている実感はありますか｡
Ⅲ イノベーションアプローチ
１ あなたは､ 自分の職場が仕事に前向きに取り組むことができる環境であると思いますか｡
２ あなたの職場は､ お互いに刺激をしあう集団であると思いますか｡
３ あなたの職場は､ 新しいこと (改善・効率化など) を受け入れられる風土があると思いますか｡
４ あなたの職場は､ 職場の垣根を越えて他部署と積極的に関与していると思いますか｡
Ⅳ コミュニケーションアプローチ
１ あなたは､ 職場のメンバーから業務知識や個性など､ 認められていると思いますか｡
２ あなたの職場は､ 目標を共有するなど､ 一体感のある職場であると思いますか｡
３ あなたは､ 自分たちの意見が仕事に反映されていると思いますか｡
４ あなたは､ 自分たちの仕事が会社の業績などに貢献していると感じていますか｡
Ⅴ エンパワーメントアプローチ
１ あなたは､ 仕事に働きがいを持って情熱的に取り組んでいますか｡
２ あなたは､ 仕事の意味や流れを理解して (積極的に) 取り組んでいますか｡
３ あなたは､ 仕事の改善､ 職場の活性化に向けて､ 積極的に意見提起などを行っていますか｡
４ あなたは､ 職場の垣根を超えてでも積極的に仕事に関与しようと思っていますか｡
Ⅵ その他
１ 職場は活気があり楽しいですか｡
２ あなたの職場 (会社) に対する満足度を教えてください｡
３ あなたは､ あなたに対する職場の上長や周囲からの評価に満足していますか｡
